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第 １ 章  診 療 の 担 当 

 

 (任  務) 

第１ 労働者災害補償保険法施行規則（以下｢則｣という｡）第 11 条の規定に基づき都道府県労働

局長の指定を受けた病院又は診療所（以下｢指定医療機関｣という｡）は、則第 11 条第１項の

規定により、政府が行うべき療養の給付を政府に代わって行うとともに、労働者災害補償保

険法（以下「法」という｡）第 29 条第１項第１号に基づく社会復帰促進等事業としてのアフ

ターケア及び外科後処置を行うものとする｡ 

   ただし、アフターケア及び外科後処置については、都道府県労働局長からこれらの任務を

含む指定を受けた指定医療機関に限る。 

 ② 指定医療機関は、法の規定によるほか、この規程の定めるところにより、療養の給付を

受けることができる者（以下「傷病労働者」という｡）の負傷又は疾病についての療養の給

付、アフターケア及び外科後処置を担当する｡  

 ③ 指定医療機関は、当該指定医療機関において療養の給付、アフターケア及び外科後処置に

従事する医師若しくは歯科医師 （以下「診療担当医」という｡）又は調剤に従事する薬剤師

をして前 2項の規定を遵守させるものとする｡ 

 

 (療養の給付の担当の範囲) 

第２ 指定医療機関が担当する療養の給付（政府が必要と認めるものに限る｡）の範囲は､ 次

のとおりとする｡ 

  １ 診察 

  ２ 薬剤又は治療材料の支給 

  ３ 処置､ 手術その他の治療 

  ４ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

  ５ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

① 前項の規定にかかわらず、船舶内に設置された診療所（以下「船内診療所」という。）に 
おいて担当する療養の給付の範囲は、前項の１から３までとする。 

 

 (アフターケア及び外科後処置の担当の範囲) 

第３ 指定医療機関が担当するアフターケアの範囲は、次のとおりとする｡  

  １ 診察 

  ２ 保健指導 

  ３ 保健のための処置 

  ４ 検査 

  ５ 保健のための薬剤の支給 

 ②指定医療機関が担当する外科後処置の範囲は、次のとおりとする。 

  １ 診察 

  ２ 薬剤又は治療材料の支給 

  ３ 処置及び手術その他の治療 

  ４ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

  ５ 筋電電動義手の装着訓練 
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 (療養の給付、アフターケア及び外科後処置の担当方針) 

第４ 指定医療機関及び診療担当医は、次に掲げる方針により療養の給付及びアフターケアを

及び外科後処置を行うものとする｡  

  １ 診療は、一般に医師又は歯科医師として療養、アフターケア及び外科後処置の必要がある

と認められる負傷又は疾病に対して行い、的確な診断をもととし、傷病労働者、アフターケ

ア及び外科後処置の対象者 （以下「傷病労働者等」という｡）の労働能力の保全又は回復上

最も妥当適切に行うこと｡ 

  ２ 診療に当たっては、懇切丁寧を旨とし、療養、アフターケア及び外科後処置上必要な

事項は理解し易いように指導すること｡ 

  ３ 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、傷病労働者等の心身の状態を観察し、

心理的な効果をも挙げることができるよう適切な指導をすること｡  

 

 (受給資格の確認等) 

第５ 指定医療機関は、傷病労働者等から療養の給付、アフターケア又は外科後処置を受けるこ

とを求められたときは、その者の提出する ｢療養補償給付たる療養の給付請求書｣ 又は ｢療

養給付たる療養の給付請求書｣(以下｢療養給付請求書｣という｡)によって療養の給付を受け

る資格があるか、若しくは、健康管理手帳によってアフターケアを受ける資格があるか、又

は外科後処置承認決定通知書によって外科後処置を受ける資格があることを確認した後診

察すること｡ 

   ただし、緊急やむを得ない事由によって療養給付請求書、健康管理手帳又は外科後処置承

認決定通知書を提出することができない者であって、療養の給付、アフターケア又は外科後

処置を受ける資格があることが明らかな者については、この限りでない｡この場合において

は、その事由がやんだのち、遅滞なく、療養給付請求書、健康管理手帳又は外科後処置承認

決定通知書を提出させること｡ 

② 傷病労働者から提出された前項の療養給付請求書は、当該療養給付請求書に当該医療機関 

の名称を記入の上、遅滞なく、傷病労働者の所属する事業場（傷病労働者が船員法第１条に

規定する船員の場合にあっては当該船員が所属する船員を使用して行う事業。以下同じ）の

所在地を管轄する労働基準監督署長 （以下「所轄労働基準監督署長」という｡）に対し、当

該医療機関（船内診療所においては当該船舶にかかる事業。）の所在地を管轄する都道府県労

働局（以下「管轄労働局」という。）を経由し、提出しなければならない｡ 

 ③ 前２項の規定にかかわらず、船内船舶所において行われた療養の給付に係る療養給付請求 

書については、本邦に寄港後、遅滞なく、傷病労働者から船内診療所あて提出させた後、管 

轄労働局長を経由し、所轄労働基準監督署長に提出しなければならない。 

 

 (証明の記載) 

第６ 指定医療機関は、傷病労働者等から「療養補償給付たる療養の費用請求書」、「療養給付た

る療養の費用請求書」 に証明の記載を求められたときは、無償でこれを行うこと｡ 

 

 (助  力) 

第７ 指定医療機関は、傷病労働者の病状が、看護又は移送の給付が行われる必要があると認め

た場合、速やかに当該傷病労働者又はその関係者にその手続を取らせるよう必要な助力をす

ること｡ 
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 (診療録の記載及び整理) 

第８ 指定医療機関は、傷病労働者等に関する診療録を調製し、療養の給付、アフターケア又は

外科後処置に関し、必要な事項を記載しこれを他の診療録と区別して整備すること｡ 

 ② 前項の診療録には、前項の事項のほか、次の事項を記載しなければならない｡ 

  １ 診療に関して証明又は診断書の交付を行ったときは、当該証明又は診断書等の概要と交

付年月日 

  ２ 初診時に既往の身体障害が認められたときはその概要 

 

 (帳簿等の保存) 

第９ 指定医療機関は、療養の給付、アフターケア又は外科後処置に関する帳簿及び書類その他

の記録をその完結の日から３年間保存すること｡ただし、診療録については、その完結の日

から５年間とする｡ 

 (通  知) 

第 10  指定医療機関は、傷病労働者等が次の各号の一に該当する場合には、遅滞なく、意見を付

して、その旨を所轄労働基準監督署長に通知すること｡ 

  １ 傷病労働者の所属する事業場の保険関係について、疑わしい事情が認められるとき 

  ２ 負傷又は疾病の原因又は発生状況について、傷病労働者又はその関係者より聴取した事

項と療養給付請求書に記載されている事実との間に、重大な相違が認められるとき 

  ３ 負傷又は疾病が業務上又は通勤によるものと認めることに疑いのあるとき 

  ４ 負傷又は疾病の原因が事業主又は労働者の故意又は重大な過失によるものと認められ

るとき 

 ② 指定医療機関は、傷病労働者等又はその関係者が次の各号の一に該当する場合には、その

診療又は証明を拒否するとともに、速やかにその旨を所轄労働基準監督署長又は健康管理手

帳及び外科後処置承認決定通知書を交付した都道府県労働局長に通知すること｡ 

  １ 療養の給付、アフターケア若しくは外科後処置を請求した者又はその関係者が詐欺その

他不正な行為により、診療を受け若しくは受けようとし又は診療を受けさせ若しくは受け

させようとしたとき 

  ２ 療養の給付、アフターケア又は外科後処置を請求した者が、正当な事由がないにもかか

わらず、診療担当医の診療に関する指示に従わないとき 

  ３ 不正又は不当な証明を強要したとき 

 

第 ２ 章  診 療 の 方 針 

 

 (診療の一般方針) 

第 11 診療担当医の診療は、第 4及び第 12から第 14 までの規定によるほか、次に掲げるところ

によるものとする｡ 

  １ 診察、薬剤又は治療材料の支給、処置、手術、理学療法、その他の治療は、一般に療養

上必要があると認められる場合に、必要の程度において行うこと｡ 

  ２ 医学上一般に医療効果の不明又は認められない特殊な療法又は新しい療法は、これを行

わないこと｡ 
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  ３ 健康保険法の規定に基づき厚生労働大臣の定めるもの以外の医薬品は、原則として施用

し又は処方しないこと｡ただし、傷病労働者の病状によりその必要が認められ、かつ、こ

の効果が明らかに期待できると認められる場合には、この限りでないこと｡  

  ４ 収容の指示は、療養上必要があると認められた場合のみ行い、収容を必要とした療養上

の理由がなくなったときは、直ちに退院の指示を行うこと｡ 

  ５ アフターケアは、アフターケア実施要綱に定める範囲内で行うこと｡ 

  ６ 外科後処置は、外科後処置実施要領に定める範囲内で行うこと。 

 

 (転医及び対診) 

第 12 診療担当医は、傷病労働者等の負傷又は疾病が自己の専門外にわたるものであるとき又は

その診療について疑義があるときは、他の指定医療機関に転医させ､ 又は他の診療担当医の

対診を求める等診療について適切な措置を講ずること｡ 

 

 (転医の取扱い) 

第 13 診療担当医は、傷病労働者が他の医療機関に転医を希望する場合には、当該傷病労働者の

診療について、次に掲げる事項を記載した文書を当該傷病労働者又はその関係者に交付し、

転医後の医師又は歯科医師に提出するよう指示すること｡ 

  １ 傷病労働者の氏名、年令及び性別 

  ２ 傷病の部位及び傷病名 

  ３ 初診時における負傷又は疾病の状態（初診時において既往の身体障害が認められたもの

については、その概要も記載すること｡）及び傷病の経過の概要（手術又は検査の主要所

見と病状の概要） 

 ② 診療担当医は、他の医療機関から転医してきた傷病労働者等について、その病状から必要

がある場合には、転医前の医療機関に対して当該傷病労働者にかかわる転医前の診療の経過

に関する文書を求めるものとする｡ 

 

 (施術の同意) 

第 14 診療担当医は、傷病労働者の負傷又は疾病が自己の診療行為を必要とする症状であるにか

かわらず、みだりに施術業者の施術を受けることに同意を与えてはならない｡ 

  

第 ３ 章  療養の給付に関する診療費の請求 

 

 (診療費の算定方法等) 

第 15 指定医療機関が、療養の給付に関し政府に請求することを得る診療費の額は、別に定める

ところにより算定するものとする｡ 

 ② 政府は、指定医療機関から療養の給付に関する費用の請求書が提出されたときは、別に

定めるところにより審査を行いこれを支払うものとする｡ 

  

 (診療費の請求手続) 

第 16 指定医療機関は、第 15 の規定により算定した毎月分の診療費用の額を労働者災害補償保

険診療費請求書に診療費請求内訳書を添付して、管轄労働局長に提出すること｡  
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   ただし、指定医療機関が行った次に掲げる各号の一に該当する診療については、それに

要した費用の全部又は一部を支払わない｡ 

  １ 労働者の業務外の負傷又は疾病についての診療 

   ２ 労災保険法第 12 条の 2の 2 の規定により療養の給付の制限を行う旨所轄労働基準監督 

署長から通知があった後における診療 

  ３ 政府が必要と認めるものを超えた診療 

 ② 前項本文の規定にかかわらず、船内診療所にあっては、行った診療について、本邦に寄港

後、遅滞なく、労働者災害補償保険診療費請求書を管轄労働局長に提出することとする。 

③ 第１項の労働者災害補償保険診療費請求書及び診療費請求内訳書は、厚生労働省労働基準 

局長が定めた様式によるものとする｡ 

 

第 ４ 章  アフターケア及び外科後処置に関する委託費の請求 

 

 (委託費の算定方法) 

第 17 指定医療機関が、アフターケア及び外科後処置に関し政府に請求することを得る委託費の

額は、別に定めるところにより算定するものとする｡ 

 ② 政府は、指定医療機関からアフターケア及び外科後処置に関する費用の請求書が提出され

たときは、別に定めるところにより審査を行いこれを支払うものとする｡ 

 

 (委託費の請求手続) 

第 18 指定医療機関は、本規程に基づいて行ったアフターケア及び外科後処置に要した費用を請

求しようとするときは、第 17 の規定により算定した毎月分の診療費用の額を、アフターケ

アについては労働者災害補償保険アフターケア委託費請求書にアフターケア委託費請求書

内訳書を、外科後処置については外科後処置委託費請求書に内訳書を添付して管轄労働局長

に提出すること｡ 

   ただし、指定医療関が行った次に掲げる各号の一に該当する診療については、それに要し

た費用の全部又は一部を支払わない｡ 

  １ アフターケアの健康管理手帳に記載された疾病以外の負傷又は疾病についての診療 

  ２ アフターケアの健康管理手帳に記載された疾病に係る政府が必要と認める診療を超え

た診療 

  ３ 外科後処置承認決定通知書に記載された処置内容以外についての診療 

  ４ 外科後処置承認決定通知書に記載された処置内容に係る政府が必要と認める診療を超

えた診療 

 ② 前項の労働者災害補償保険アフターケア委託費請求書、アフターケア委託費請求内訳書、

及び外科後処置委託費請求書等は、厚生労働省労働基準局長が定めた様式によるものとす

る｡  
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第 ５ 章  指定医療機関の取扱い 

  

(指定期間等) 

第 19  則第 11 条の規定による指定医療機関の指定は、指定日から起算して 3 年を経過したとき

はその効力を失うものとする｡ただし、指定の効力を失う日前 6月より同日前 3月までの間

に指定医療機関から別段の申し出がないときはその指定はその都度更新されるものとす

る｡  

    また、医業の廃止、休止又は指定の辞退により指定医療機関としての資格の存続ができ

なくなったときは、指定医療機関の指定及び指定取消事務準則の別紙様式第 7 号「労災保

険指定医療機関休止・辞退届」により､指定を受けた都道府県労働局長に届け出るものとす

る｡ 

 

 (表  示) 

第 20 指定医療機関は、則様式第 1号又は第 2号による標札を見やすい場所に掲げること｡ 

 

 (指定の取消) 

第 21 指定医療機関が、次の各号の一に該当する場合においては、都道府県労働局長は、その指

定を取り消すことができる｡ 

  １ 診療費用の請求に関し、不正行為があったとき 

  ２ 関係法令及び本規程に違反したとき 

 ② 前項により指定の取消しを受けた医療機関の開設者が当該決定に不服のあるときは、決定

の通知を受けた日から 60 日以内に指定取消しを行った都道府県労働局長に再調査を申し出

ることができる｡ 

 

 (変更事項の届出) 

第 22 指定医療機関の開設者は、次の各号の一に掲げる事由が生じたときは、速やかにその旨及

びその年月日を、指定を行った都道府県労働局長に届け出なければならない｡ 

  １ 指定医療機関の開設者又は管理者に異動があったとき 

  ２ 名称又は所在地に変更があったとき 

  ３ 診療科目又は病床数に変更があったとき 

  ４ 健康保険診療報酬の算定に関する届出事項等に変更があったとき(施設基準に関するも

のを除く) 

    ５ 指定申請の際に提出した医療機関施設等概要書に記載した重要事項その他都道府県労

働局長が必要と認めた事項に変更があったとき 

 

第 ６ 章  そ の 他 

(施行期日等) 

第 23 平成 25 年 4 月 8 日付け基発 0408 第 1 号による改正後の本規定は、平成 25 年 4 月 8 日か

ら施行する。 
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(参考) 

 

労働者災害補償保険法施行規則で定める標札 

 

（指定医療機関） 

指定を受けた病院又は診療所は、それぞれ労災指定医療機関であることを示す＜標札＞を見やすい

場所に掲げることになっています。 
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文 字： 白 

地 色： 濃 紺  

  横 ： 5.5 cm  

  縦 ： 10 cm 
 

 

 
 


